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研究成果の概要（和文）：本研究では大学生が職業意識を涵養し、適職をみつけ、就労を継続し、社会人として
自立していくためには、どのような支援や仕組みが必要かを検討することを目的としてきた。そこで、大学生の
職業意識の涵養に大学の一般教養や専門科目の授業やキャリア教育のもつ効果について探るとともに、初職継続
意欲を増加させるものは何かについて探ってきた。そうすると、４年間の学生の大学の授業への積極的な取り組
みやインターンシップ経験も、学生の就業意欲の形成に強い影響力を持っていることが分かった。

研究成果の概要（英文）：In this research, our purpose is to consider nature of the support and 
schemes needed for university students to develop their occupational awareness, find suitable jobs, 
continue in employment and thereby go on to become economically independent adults. To this purpose,
 we explored how university-level general education subjects, specialist subjects, and career 
education initiatives affect the occupational awareness of university undergraduates. We also sought
 to determine the factors that raise the commitment of new university graduate students to their 
first job. We found in particular that positive attitudes toward study for university subjects 
sustained over the four years, and participation in internships appear to strongly influence the 
formation of new graduate job commitment. 

研究分野： 少子化問題
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

今後日本は労働人口の減少に直面するこ
とになる。だが、前年よりは就職率が上がっ
たものの、2013 年の春に卒業した大学生 55

万 8853 人のうち、就職も進学もしていない
者が 13.6%、アルバイトなど一時的な仕事に
就いた者 3％、雇用期間 1 年以上の有期契約
などで就職した者が 4.1％となっている（文
部科学省 2013『学校基本調査』）。一方、厚
生労働省（『新規学校卒業者の就職離職状況
調査』）によると、就職したものの就職後 3

年以内に大学卒業生の約 3割は初職から離職
するため、転職することを前提に支援するこ
とも必要な状況である。近年、在学中の学生
には様々な支援が行われてきているが、一般
的に卒業生と学校の関係は切れてしまい、そ
の後のフォローや効果的な支援がなされて
いない。新卒ハローワークなどもあるが、多
くの若者がそのような機関の情報や知識に
乏しく、在学中及び卒業後も大学側の支援や
情報提供により、若者が適切な機関につなが
るなどして、適職をみつけていくことは社会
にとっても重要な課題である。 

 

２．研究の目的 

本研究では大学生が職業意識を涵養し、適
職をみつけ、就労を継続し、社会人として自
立していくためには、どのような支援や仕組
みが必要かを検討し、大学生での学びやキャ
リア教育の効果や就労支援、及び卒業後の就
労継続・などについての提言を目指す。 

 

３．研究の方法 

本研究では互いに補完し合う３つの調査
研究を実施した。中堅私立大学の商学系学部
の卒業生への全数調査を 5年間にわたって実
施した。①卒業直前の大学生への調査 ②卒
業後、就職後３～４年目までの追跡調査 ③ 
日米の学生の職業体験・就業意識の比較調査
である（これに関しては特定年度において 1
回のみ実施した）。また個々の学生から回答
データの学術利用への同意を得ていると共
に、成績情報の利用に関しても可否の意思を
確認している。 
 本研究では、学部卒業生の卒業生の全数調
査の回収率はほぼ９５％を超えている。一学
年につき 170人程度の卒業生がいる。さらに
社会人になってからの継続調査も４年間実
施することができたが、社会人の回収率は３
０%台であった。 
 
４．研究成果 
 ここでは５年間の卒業生調査の分析結果
を報告する。また、あくまでも大都市圏に位
置する中堅私立大学の商学系学部の卒業生
の状況であることにはご留意願いたい。しか
し、一方で、大学生の学びや就職活動につい
ての一定の傾向を把握することは可能であ
ると考えられる。 
 

① 大学での学びと自己能力向上感について 
 まず学生の成績である GPAには何が影響す
るかを探った。成績にはどのような入試で入
学したかは関係なかった。最も GPA に影響を
与えたのは、どの程度主体的に授業に取り組
んだかであった。これに関しては「授業の予
習・復習」「教員への質問」「ディスカッショ
ンへの参加など」7 項目について、自分の参
加度について尋ねたものである。 
 また次に大学で学んだことにより、論理的
思考・説明・分析能力について「自分の能力
は向上したかどうか」について尋ねた。 
 学生たちが能力が身についたとして挙げ
ているのが、「自分の主張について根拠に基
づいて関係な文章を書く能力」と「自分の考
えや意見を人にわかりやすく伝える能力」だ
った。 
これらの能力を取得したことには、授業取

り組みだけでなく、新聞を読む習慣づけや旅
行、友達付き合い、サークル活動など、学外
活動に活発に取り組んだことが有意に効い
ていた。まさに「よく学び、よく遊べ」の言
葉通り、充実した学びと学生生活が、学生の
能力や自信を形成していた。 
また女子のほうが男子より成績は良いが、

自分の能力に対する自信は女子より男子の
ほうがあり、これは統計的に有意差を示した。 
また、「進路の選択」に大学の授業での学

びが影響したかどうかを聞いた。「とても影
響した」者と「ある程度影響した」者の割合
をみて見よう。そうすると、「専門教育」は
同順で 12.7％、31.9%で合わせて約 45%、「プ
ロジェクト科目」（調査対象学部で実施して
いる半期ごとにテーマ別で開講される少人
数ゼミ）が 27.4％と 33.3％で約 61%、「卒業
研究」が 28.4％と 30.1%で約 59%であった。 
つまり、大学での学びが学生が将来の進路

を考える上での材料を提供していることが
分かった。 
また、学生たちに就職活動の際、「企業は

応募学生のどういった能力を評価している
と思うか」と尋ねたところ、最も多い 7 割の
学生が選んだのが、「自分の頭で考えて、自
分の意見を述べること」や「相手の話をきち
んと聞き、自分の意見を伝えられること」と
いった点であった。これは大学生が大学で身
に就けることができた、という能力と共通す
るものであった。 
 

② 就職活動について 
また、5 年間の就職活動の変遷についても

分析を試みた。2013年から 17年にかけては、
経団連の採用活動に関する指針が何度も変
更された時期でもあった。この期間の就職活
動を分析したところ、2013～215 年の間は比
較的、採用活動の指針に示されたスケジュー
ルに沿った、活動が展開されていたようであ
る。しかし、2016年卒対象の採用活動解禁 8
月実施をきっかけに、解禁前の内定獲得者が
増えている。また、採用解禁が 6月に前倒し



になった 2017 年卒でもさらに内定獲得が早
期化していることが分かった。 

 

表１インターンシップが就職先選定に影響

したかどうかと経験したかどうか（％） 

卒業

年 

影響

した 

経験し

てない 

回答

者数 

2013 26.6 44.8 176 

2014 27.0 33.8 153 

2015 34.6 33.3 162 

2016 47.7 20.9 164 

2017 44.9 20.6 165 

 
これに加え、2016年からインターンシップ

に参加する学生が増えていること確認され
た（表 1 参照）。例えば 2013 年卒ではインタ
ーンシップを経験していない卒業生は 44.8%
であったが、2017年卒ではそれは 20.6%とな
った。つまり、約 8 割の学生がインターンシ
ップに参加している。 
次に就職活動量についても分析を試みた。

ES（エントリーシート）の提出数や面接企業
数などが、最近になるほど減っているにもか
かわらず、学生一人当たりの平均取得内定数
が増えていることが分かった（表 2 参照）。
例えば説明会参加数でみると、2013 年卒は
36.19 回であったが、2017年卒は 23.36回で
あり、活動量としては減っている。しかし、
一人当たりの平均内定獲得数は同順で 1.72
が 2.3と増えている。 
 

表２就職活動頻度や内定獲得数の平均 

卒業

年 

①ES

送付

数 

②説明

会参加

数 

③面

接企

業数 

④内

定の

数 

2013 29.42 36.19 15.08 1.72 

2014 25.7 31.25 14.27 1.77 

2015 26.36 30.45 13.93 2.03 

2016 19.82 24.89 11.38 2.33 

2017 18.41 23.36 11.4 2.3 

 
③ 卒業時の初職継続意欲について 
 次に、卒業時に初職を継続する意欲を左右
する要因について探ってみた。分析対象は、
分析に使用したすべての説明変数に回答し
ている 530人の卒業生である。 
 被説明変数は「初職でどの程度、継続就労
する気があるか」という質問に対しての回答
であり、1.1 年未満、２．2～3 年、３．5 年
くらい、４．10年以上、５．定年まで働きた

い、６．わからない、である。わからない者
を除き、1 から 5 までを被説明変数として、
順列プロビットモデルで分析した。 
希望就業継続期間を被説明変数として分

析した結果は以下のとおりである。2013 年卒
から 2017 年卒にかけては新卒採用市場が毎
年のように改善され、売り手市場となった期
間であるが、卒業年での差はなかった。また
女性の場合は、有意に希望就業継続期間が男
子より短い。また大学の授業への取り組み姿
勢得点が高い者ほど、希望就業継続期間が長
い。インターンシップ経験も希望就業継続期
間を長くする。また家計の豊かさは希望就業
継続期間を短くしていた。  
 
④ 日米のインターンシップの比較について 
日本の学生の特徴をより明確にするため 

に，2015年度の卒業生調査にインターンに関
する特別調査項目を追加し，調査票を米国
Delaware 大学の研究者の協力を得て配布し
た。日本 159 名，米国 97 名である。両大学
において調査対象となっているのは経営・経
済系の学部であり，日本の学生が全員４年生
であるが、米国の学生は 2～4 年生が含まれ
ている。 
 まず、大学への志望動機が違う。上位三つ
のランクインする事柄として両国の学生が
「自分の成績・学力を考慮した」，「将来自分
がやりたいことを見つかると思った」をあげ
ているが，次に日本の学生は「とりあえず大
学に進学してみようと思った」であり、米国
の学生が「卒業後に就きたい仕事を考慮し
た」である。 
 大学教育を受けて自己能力が向上したか
どうかの設問では，両国の学生が「一つのも
のごとを複数の視点から考える能力」，「自分
の主張について根拠に基づいて簡潔な文章
を濃く能力」を特に向上したと考えている。
また、米国の学生の間では「課題を数量的に
分析する能力」も上位三つにランクインする
が，これに関しては日本の学生の自己評価が
低い。日本の文系学部の特徴であろう。 
 アルバイトについては、米国の学生は日本
より高い割合で高校生のときからアルバイ
ト経験をもつが，大学に入ってからは、日本
の学生の方がアルバイトの経験割合が高く，
平均的な週労働時間も有意な差がみられな
い。日本の学生はアルバイトの種類も２つか
ら３つを経験している。したがって，アルバ
イト経験の程度の差は大学を卒業するまで
に埋められているようだ。 
だが、インターシップの経験を見ると大き

な差がある。インターンシップの期間をみる
と、日本の学生の合計は２週間強であったが，
米国のインターンシップ経験者の合計平均
は５か月であった。記述式の設問への回答を
見るかぎり，米国の学生の「インターンシッ
プ」の概念が広い。企業だけではなく，非営
利団体でのボランティア，大学のなか短期ア
ルバイト，親戚の会社での手伝い，学生同士



の起業など様々な「インターンシップ」がカ
ウントされている。アルバイトで経験するよ
うな内容のもの，特別に組まれたより高度な
プログラム，短期プロジェクトもあり，中身
が多様である。米国の学生は履歴書に書くた
めにも様々な経験を「インターンシップ」と
して挙げるインセンティブが働いているよ
うだ。日本のインターンシップの特徴として，
受け入れ団体が企業であり，そして１日で終
わる企業説明会に近く、「仕事」経験を伴わ
ないものの存在をあげられる。 
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